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建設委員会資料 

Ｒ ３ . ３ . ３ 

 
資料番号 ３ 

 

「社会資本未来プラン」（素案）に係る審議等における意見と対応について 

 

土 木 建 築 局 

 

１ 要旨 

 「社会資本未来プラン（以下「プラン」という。）」（素案）に係る建設委員会集中審議の意見及び

県民意見募集（パブリックコメント）を踏まえ，次のとおり対応する。 

 

２ 経緯 

年  月  日 概     要 

令和３年１月19日 建設委員会におけるプラン素案の説明 

令和３年１月20日～２月18日 県民意見募集（パブリックコメント）の実施 

令和３年２月12日 建設委員会におけるプラン素案の集中審議 

 

３ 建設委員会集中審議における意見への対応（下線部：プランの記述を修正） 

意 見 の 内 容 対     応 

１ 社会資本整備の推進に当たっては，防災・

減災，県土強靱化による安全・安心の確保，

経済・物流基盤の充実による競争力の強化な

ど，あらゆる面において本県の発展につなが

るよう，10年後のビジョンを明確に持ち，市

町等の産業施策やまちづくりの計画とも連

携を図りながら，着実に取り組んでいく必要

があること。 

「安心▹誇り▹挑戦 ひろしまビジョン」が目

指す県土の将来像の実現を支えるため，プラン

においては，「安全・安心で，本県の強みを生か

した，魅力ある持続可能な県土づくり」に向け

た施策を展開し，『県民が様々な場面において，

「安全・安心」や「サービス（利便性・快適性・

生産性）」等の向上を実感できる社会』を10年

後の姿として目指すこととしている。 

プラン及び関連計画の策定に当たっては，市

町の意見を伺いながら取りまとめを行ったと

ころであり，引き続き，市町が掲げるまちづく

りの将来像や地域の実情を踏まえながら，市町

等と密接に連携して，県民の日常生活や様々な

社会経済活動を支える社会資本の整備を着実

に推進し，県全体の発展につなげていく。 

２ 道路整備の推進においては，災害時におけ

る適切な機能の発揮や，本県の中四国におけ

る中枢拠点性を高める観点で道路ネットワ

ークの充実・強化に取り組むこと。 

特に，グローバルゲートウェイ機能の強化

については，広島空港へのアクセス強化に向

けて，広島中央フライトロードが重要な路線

となることから，その取組について計画へ記

載されたいこと。 

人流・物流を支えるとともに，災害時におけ

る対応能力や本県の中枢拠点性を高める上で

道路ネットワークの充実・強化は重要であると

認識しており，これらを実現するため，道路整

備を着実に推進していく。 

また，グローバルゲートウェイ機能の強化に

向けた具体的な取組として「広島中央フライト

ロードなど効率的な空港へのアクセスルート

の調査等」を追記する（P17，P20）。 
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意 見 の 内 容 対     応 

３ 流域治水の推進に当たっては，流域全体の

多くの関係者が関わり，特に中山間地域にお

ける役割が重要となることから，農業関係者

等が流域治水に積極的に協力できるよう，農

地・水利施設の多面的な機能も適切に評価し

ながら，農林水産局や市町等と連携して取り

組まれたいこと。 

激甚化・頻発化する異常気象などに対し，流

域全体で治水対策を推進していく上で，中山間

地域における水田や農業用ため池等の多面的

な機能を積極的に活用することは有効な手段

であり，農林水産部局や市町等と連携して，農

業関係者への理解促進・意識醸成を図りながら

流域治水を推進していく。 

４ 持続可能なまちづくりの推進に当たって

は，都市部と中山間地域を問わず安全で便利

な居住環境が整備され，将来にわたって快適

に安心して暮らし続けることができ，希望の

持てる広島県が実現されるよう，市町と連携

しながら，着実に取り組む必要があること。 

都市部と中山間地域を問わず持続可能なま

ちづくりを推進するため，災害リスクが低く利

便性の高いエリアへ居住が誘導された集約型

都市構造の形成に向けて，まちなかの中古住宅

の流通促進，広島型ランドバンク事業による居

住環境の整備，安全な地域への居住誘導につな

がる住宅の耐震化への支援に取り組むことと

している。 

さらに，地域の特性を生かした魅力的なまち

づくりに向けて，大都市圏では得られない広島

ならではの「ゆとりと魅力ある居住環境の創

出」などに取り組むこととしている。 

引き続き，市町と連携しながら，魅力的で持

続可能なまちづくりを進めていく。 

５ 公園・緑地等の充実については，子育て世

代や高齢者など，県民の期待も大きいことか

ら，安全でゆとりのある魅力的な公園整備を

進めるとともに，その具体的な取組方針につ

いて記載されたいこと。 

県立の都市公園をはじめとした公園・緑地な

どの充実による自然環境が有する多様な機能

を活用した快適で開放的な空間の提供，公園施

設の適切な維持管理や利用者のニーズを的確

に捉えた更新に取り組んでいく。 

なお，具体的な取組として「利用者のニーズ

を踏まえた公園施設の充実」を追記する（P22）。 

６ 公共土木施設におけるデジタル技術の活

用については，県民の利便性や建設分野の生

産性の向上に向けて，民間企業とも連携しな

がら，広島デジフラ構想を中心とした新たな

取組を積極的に推進していく必要があるこ

と。 

社会資本整備における調査，設計，施工から

維持管理のあらゆる段階において，デジタル技

術を最大限に活用したインフラマネジメント

（広島デジフラ構想）を推進し，県民の安全・

安心や利便性，建設分野の生産性の向上を図る

とともに，民間企業等とも連携し，新たなサー

ビスや付加価値の創出に取り組んでいく。 

７ 建設分野における環境保全と循環型社会

の構築に向けた取組方針については，地球温

暖化により激甚化する自然災害を抑制して

いくためにも重要であることから，国や県の

環境戦略とも整合を図りながら，継続した取

組を行っていく必要があること。 

激甚化・頻発化する異常気象の要因の一つで

ある地球温暖化の進行を抑制するための環境

分野の取組は重要であると認識しており，カー

ボンニュートラルに向けた国や県の環境戦略

とも整合を図りながら，各種事業において県民

の安全・安心や利便性の向上と環境保全を両立

させる。 
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意 見 の 内 容 対     応 

８ プランに掲げる社会資本整備を着実に推

進する必要があることから，国の「防災・減

災，国土強靱化のための５か年加速化対策」

など，有利な財源を活用しながら，必要な財

源の確保に努められたいこと。 

また，社会資本整備等の担い手である地域

の建設事業者が適切に維持されるよう，受注

機会の確保など，地域の実情を踏まえた環境

整備を図られたいこと。 

最適な資源配分による効果的なハード対策

を推進し，県民の安全・安心の確保や社会経済

活動の維持・発展を支えるため，「防災・減災対

策の充実・強化」，「経済・物流を支える基盤の

強化」，「集客・交流機能の強化とブランド力向

上」に重点的に取り組んでいくこととしてお

り，国の「防災，減災，国土強靱化のための５

か年加速化対策」等も最大限に活用しながら必

要な事業量の確保に努めていく。 

また，社会資本の適切な整備・維持管理等の

重要な担い手である建設事業者の安定的・持続

的な確保・育成に向けては，「建設産業ビジョ

ン2021」における施策の共通方針として「地域

の実情に応じたきめ細かな取組」を掲げてお

り，受注環境や市場環境の整備など，関係団体

等と連携しながら，着実に推進していく。 

 

４ 県民意見募集（パブリックコメント）における意見への対応 

(1) 意見の件数 

24件（16人） 

(2) 意見と対応（類似の意見については，まとめて記載） 

区分 意 見 の 内 容 対     応 

防
災
・
減
災 

１ 最近は，豪雨災害が頻発しており，「流

域治水」の展開は，県民の安全・安心に

つながるため，イメージ図にあるような

取組を強力に進めて欲しい。 

また，上流地域において活用されてい

ない農地等が増えていることを踏まえる

と，そうした土地を活用した大規模な遊

水地の確保を推進するのも一つの方法で

はないか。 

激甚化する異常気象による災害に備える

ため，市町や農業関係者など流域のあらゆ

る関係者と協働して，様々な対策を検討し

ながら，流域治水に取り組んでいきます。 

 ２ 県内の危険箇所，浸水想定箇所内にあ

る高齢者福祉施設，児童施設，防災拠点

は相当数あり，防災工事には時間がかか

ると思うが，完成までのソフト対策は他

機関と連携してどのように対応しようと

しているのか。 

 県民の安心・安全の確保に向けたソフト

対策については，デジタル技術を活用した

効果的な防災教育や精度の高い防災情報の

提供，さらには，市町のまちづくり計画を

踏まえた安全なエリアへの居住の誘導促進

などに，市町や教育機関等とも連携しなが

ら取り組んでいきます。 

 また，災害への的確な備えや避難行動に

つながるよう，メディアと連携した，高齢

者などの災害時要援護者にも分かりやすい

防災情報の提供や，福祉施設など要配慮者

利用施設の避難確保計画の策定支援などの

取組を関係部局と連携しながらきめ細かく

取り組んでいきます。 

 

３ きめ細かな災害リスク情報の提供，デ

ジタル技術の活用などによる効果的な防

災意識の啓発などは，若者や健常者をタ

ーゲットにしているように感じるが，高

齢者の一人住まいも多くなっている中，

弱者への対応は市町まかせということ

か。 
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区分 意 見 の 内 容 対     応 

防
災
・
減
災 

４ 災害時に一番大事なのは身近にある道

路であり，その多重性・代替性が必要で

はないか。また，平成30年７月豪雨災害

の時，道路情報にアクセスが集中し，通

行できるルートが分からず困ったため，

改善が必要ではないか。 

 災害時に機能する道路ネットワークの構

築に向けては，地域内の道路網の状況も踏

まえながら，緊急輸送道路の機能強化に取

り組んでいきます。 

 また，道路情報については，平成30年７

月豪雨災害時のアクセス状況等を踏まえ，

サーバーの機能強化などを図っており，引

き続き，利用しやすいシステムの改善・提

供に取り組んでいきます。 

経
済
・
物
流 

５ ドライバー不足やモーダルシフトの推

進には，港湾機能・サービスの充実だけ

で十分なのか。貨物駅へのアクセス道な

どの整備も必要ではないか。 

 企業活動や県民生活を支える物流の効率

化に向けて，広島港や企業団地，貨物駅な

どの物流拠点を繋ぐ道路ネットワークの充

実・強化に取り組んでいきます。 

集
客
・
交
流 

６ 新型コロナウイルス感染症の収束を踏

まえ，広島空港の各路線の復便や需要回

復を第一に取り組むこととするべきでは

ないか。 

新型コロナウイルス感染症の収束状況を

踏まえ，新たに広島空港の運営を開始する

民間事業者等の関係機関と協働し，新型コ

ロナウイルス感染症拡大前の需要や便数の

早期回復に取り組んでいきます。 

持
続
可
能 

７ 高齢化に伴い空き家・空き地対策は喫

緊の課題であるので，市町任せではなく，

県にも積極的な取組をして欲しい。 

 持続可能なまちづくりを推進する上で，

空き地・空き家対策は，重要な課題である

と認識しており，市町による空き家対策の

取組への支援に加え，空き地・空き家など

未利用ストックを活用した居住環境の創出

などに取り組んでいきます。 

 

８ 地域資源を生かした住民主体のまちづ

くりについては，道路・港湾や市町の地

域振興を担う部署などとの横断的な連携

を強め，「エリアマネジメント」等の積極

的な取組を期待する。 

 関係部局や市町，地域住民など多様な主

体と積極的に連携しながら，地域資源や公

共空間等を生かした魅力的なまちづくりや

賑わいの創出に取り組んでいきます。 

維
持
管
理 

９ 国，県，市町との連携・共同した取組

は，具体的にどのように取り組んでいく

のか。例えば道路で言うと，国道や県道，

農道，林道など様々ありますが，どれも

同じ道路なので，それらが総合的にマネ

ジメントされる未来を目指して欲しい。 

 県内の既存インフラを適切に維持管理

し，機能を発揮し続けるよう，国，県，市

町の管理者の枠を超えて，課題の共有など

の連携強化を図るとともに，土木技術職員

を県・市町共同で確保・育成する仕組みづ

くりに取り組むこととしております。 

 

10 平成 30 年７月豪雨の時には河川の水

位が氾濫寸前まで上がっていたため，堆

積土の撤去を積極的に進めて欲しい。 

 河川の流下能力を確保するため，「河川内

の堆積土等除去計画」に基づき，土砂堆積

状況等を把握しながら計画的に取り組んで

いきます。 

 

11 中山間地に住んでいますが，道路の草

が伸び放題です。建設業者の人手不足な

ら，住民や地域に根差した団体などと連

携した持続可能な維持管理の方法を考え

てはどうか。 

 地域と協働した道路の草刈りなど快適な

公共空間の保全に向けては，様々な主体と

の連携の促進が図られるよう，取組の充実

を検討していきます。 
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区分 意 見 の 内 容 対     応 

Ｄ
Ｘ 

12 ＩＴ化とＤＸのイメージは違うのでは

ないかと思うのですが，ＤｏｂｏＸとＤ

Ｘはどういう関係性なのか。 

 ＤＸを推進する上で必要となるデータの

利活用や連携を促進するため，データの一

元化やオープン化を推進するデータ連携基

盤を構築することとしており，この基盤を

ＤｏｂｏＸと呼称しています。 

 また，民間企業とも連携して，新しいサ

ービスや付加価値も創出し，県民の安全・

安心や利便性の向上に向けて取り組んでい

きます。 

 

13 自動運転の普及とあるが，そのための

道路施設や標識などの整備は必要ないの

か。 

自動運転の普及に向けては，道路施設の

適切な維持管理を推進するとともに，自動

運転技術の進展状況も踏まえながら，民間

企業とも連携して必要な基盤整備に取り組

んでいくこととしております。 

 

14 建設業者がＩＣＴ建設機械等の設備投

資をするには，設備投資に伴う補助等も

行い，働き方改革の観念からも中小業者

にも積極的に取り組めるように検討をお

願いする。 

 ＣＩＭやＩＣＴ施工技術の導入範囲を拡

大するなど，i-Constructionを積極的に推

進し，建設分野の生産性向上や労働環境の

改善が建設業界に広く浸透するよう，関係

団体と連携して取り組んでいきます。 

担
い
手
の
確
保
・
育
成 

15 次世代を担う若者が地元建設業に魅力

を感じるよう，学校教育の各段階で建設

産業が身近に感じる取組などを進めて欲

しい。 

また，働きやすい環境づくりを進めて，

若手技術者が活躍できる場となるよう資

格制度の見直しなども必要だと考える。 

 建設業の担い手確保や働き方改革につい

ては，プランの関連計画として策定する「建

設産業ビジョン2021」において，中長期的

な視野に立った取組を関係団体と連携しな

がら実施していくこととしております。 

若者に選ばれる建設産業としていくた

め，未就学児や小学生等に向けたイベント

や，高校生を対象とした就職ガイダンス，

女子学生を対象とした意見交換会の開催な

ど，若者への魅力発信に幅広く取り組んで

いきます。 

また，週休２日制の完全実施や建設キャ

リアアップシステムの活用の促進等による

労働環境の改善などに取り組んでいきま

す。  

 


